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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。 

２．当社は中間連結財務諸表を作成していませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移につ

いては、記載していません。 

３．純資産額の算定にあたり、第56期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しています。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、第54期以前においては重要性が僅少なため、また、第55期中

以降においては関連会社がないため記載していません。 

５．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載していません。 

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 3,379,731 3,112,608 3,175,585 8,123,225 7,717,040 

経常利益（千円） 13,830 80,136 211,753 237,549 356,633 

中間(当期)純利益又は中間純

損失（△)（千円） 
240,244 △217,261 194,879 111,126 34,828 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 2,510,000 2,510,000 2,510,000 2,510,000 2,510,000 

発行済株式総数（千株） 13,730 13,730 13,730 13,730 13,730 

純資産額（千円） 4,484,058 4,342,833 4,608,382 4,398,584 4,814,441 

総資産額（千円） 11,222,857 10,542,672 9,868,656 11,210,606 11,236,471 

１株当たり純資産額（円） 326.89 316.69 336.10 320.73 351.08 

１株当たり中間(当期)純利益

又は中間純損失（△）（円） 
17.51 △15.84 14.21 8.10 2.54 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 40.0 41.2 46.7 39.2 42.8 

営業活動による      

キャッシュ・フロー（千円） 
696,537 1,029,780 605,250 1,037,422 1,445,580 

投資活動による      

キャッシュ・フロー（千円） 
△74,322 △195,571 △189,902 △250,673 △444,173 

財務活動による      

キャッシュ・フロー（千円） 
△421,504 △821,643 △1,097,731 △212,567 △821,088 

現金及び現金同等物の   

中間期末(期末)残高（千円） 
894,952 1,295,560 790,022 1,278,813 1,468,881 

従業員数（名） 188 172 165 170 169 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

    （注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く）であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

従業員数 165名 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国の経済は、輸出は横ばいとなりましたが、生産は緩やかに回復しております。雇

用情勢は厳しさが残るものの改善しておりますが、個人消費の増加の伸びは鈍化しております。また、これまでの

原油価格の上昇等を反映して原材料価格は上昇しております。 

 国際経済に大きな影響力を持つ米国では、消費の伸びは緩やかに増加しています。アジアでは、中国を中心に韓

国、台湾、シンガポール等で景気の拡大が続いております。また、ユーロ圏及び英国の景気は堅調に回復基調が続

いております。 

 このような状況の中で、国内売上高は１，５７１百万円となり前年同期に比べ５５百万円（３．４％）の減収と

なりました。これは農薬用中間物及び機能性用中間物の一部で売上減少があったためです。 

 一方、輸出売上高は１，６０４百万円と前年同期に比べ１１８百万円（８．０％）の増収となりました。これは

米国向けの医薬用中間物で下期へのずれ込みがありましたが、欧州向け医薬用中間物及び農薬用中間物の売上が前

年同期に比べ増加したためであります。 

 この結果、総売上高は３，１７５百万円と前年同期に比べ６２百万円（２．０％）の増収となりました。また、

輸出比率は５０．５％（前年同期４７．７％）となりました。 

 売上原価は、原材料価格の上昇がありましたが、不採算品目の生産・販売中止の推進、諸経費削減等のコストダ

ウン、生産性の向上に努めた結果、売上原価率は前年同期に比べ４．９ポイント改善され、前年同期の２，６０２

百万円から２，４９８百万円と１０３百万円（４．０％）の減少となりました。この結果、売上総利益は前年同期

の５１０百万円から６７６百万円と１６６百万円（３２．６％）増加しました。販売費及び一般管理費は、前年同

期に比べ４６百万円（１２．２％）増加の４２８百万円となりました。これは、発送配達費の増加及び過去３年間

の人件費低減の一部について修復を図ったことなどによるためです。 

 以上の結果、営業利益は前年同期の１２８百万円から１１９百万円（９３．１％）増加の２４８百万円となりま

した。営業外損益では、支払利息の低減により前年同期に比べ１１百万円の改善となりました。 

 この結果、経常利益は２１１百万円と前年同期に比べ１３１百万円（１６４．２％）増加となりました。 

 特別損益は、前年同期には２８５百万円計上しました減損損失がなくなり、固定資産除却損１３百万円のみとな

りました。その結果、税引前中間純利益は１９７百万円（前年同期は２１５百万円の税引前中間純損失）となり、

中間純利益は１９４百万円（前年同期は２１７百万円の中間純損失）となりました。 

  （注）上記金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間は、営業活動によるキャッシュ・フローは６０５百万円の収入となり、投資活動によるキャッシ

ュ・フローは１８９百万円の支出となり、財務活動によるキャッシュ・フローは１，０９７百万円の支出となりま

した。 

 これらの結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は７９０百万円となり、前期末に比べ６７８百万円減少しま

した。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益が１９７百万円あり６０５百万円の収入となり前年同

期に比べ４２４百万円の減少となりました。これは主に、仕入債務が前年同期の増加から当中間会計期は減少した

ことによる収入の減少、売上債権の減少により収入が減少したこと及び減損損失の計上がなかったこと等によるも

のです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、１８９百万円の支出となり前年同期に比べ５百万円の支出の減少となり

ました。支出の主なものは、有形固定資産の取得による支出によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、１，０９７百万円の支出となり前年同期に比べ２７６百万円の支出の増

加となりました。これは主に、有利子負債の返済を進めたことにより、短期借入による支出が増加したためです。



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。 

   （注）金額は、販売価格（消費税等抜き）によって算出しました。 

(2）外注製品仕入実績 

 当中間会計期間の外注製品仕入実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。 

   （注）金額は、購入価格（消費税等抜き）によって算出しました。 

(3）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

区     分 生産高（千円） 前年同期比（％） 

医薬用中間物 1,248,197 168.2 

農薬用中間物 1,037,430 81.3 

機能性用中間物 588,513 153.0 

その他用中間物 138 0.8 

界面活性剤 225,124 132.1 

合     計 3,099,404 119.7 

区     分 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

医薬用中間物 134,257 150.9 

機能性用中間物 104,432 98.0 

その他用中間物 36,064 120.9 

合     計 274,754 94.6 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を製品の種類別に示すと、次のとおりであります。 

   （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ２．最近２中間会計期間の主要な輸出先、輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。 

  （ ）内は総販売実績に対する輸出販売高の割合であります。 

  ３．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は、次のとお 

  りであります。 

       （注）上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

区分 販売高（千円） 前年同期比（％） 

医薬用中間物 1,130,164 86.9 

農薬用中間物 1,016,328 115.7 

機能性用中間物 597,807 101.6 

その他用中間物 92,681 74.8 

界面活性剤 221,119 119.1 

その他 117,484 326.7 

合計 3,175,585 102.0 

輸出先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出販売高 
（千円） 

割合（％） 
輸出販売高 
（千円） 

割合（％） 

北米 1,010,159 68.0 796,131 49.6 

欧州 426,122 28.7 726,726 45.3 

アジア他 49,798 3.3 81,623 5.1 

合計 
1,486,080 

（47.7％）
100.0 

1,604,481 

（50.5％）
100.0 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

日本ベーリンガーインゲルハイ

ム株式会社 
415,616 13.4 700,870 22.07 

三井物産株式会社 724,725 23.3 624,159 19.65 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は「中期経営計画」に基づき、創業以来蓄積してきた当社独自の有機合成技術を発展及び深化させ、医薬用中

間物、農薬原体及び中間物、機能性用中間物に続いて医薬原体製造の開発を進めております。 

 また、和歌山県工業技術センターを中核機関とする「都市エリア産・学・官研究事業」にも参画し、独自商品であ

る新規高分子材料の開発も進めております。 

 その他、公的研究機関及び大学からの技術指導を受けながら新技術の研鑽と習得にも力を注いでおります。 

 なお、当中間会計期間の研究開発費は115百万円で、研究開発人員は当中間会計期間末現在19名であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに重要な設備計画はありません。 

 なお、福井工場における平成19年秋の完工予定での総額20億円の新プラント建設計画は、建設の詳細設計を終わり

平成18年11月より基礎工事に着手いたしました。これは自己資金及び借入金によることを予定しております。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,730,000 13,730,000 
大阪証券取引所 

（市場第二部） 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 13,730,000 13,730,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年４月１日 

～平成18年９月30日 
－ 13,730,000 － 2,510,000 － 2,016,543 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  （注） 単元未満株式数には、当社所有の自己株式487株が含まれています。 

  

②【自己株式等】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エフエーストック株式会社 東京都中央区新川１丁目２－８－５ 687 5.00 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 680 4.96 

菅井孝子 兵庫県芦屋市 607 4.43 

株式会社紀陽銀行 和歌山県和歌山市本町１－３５ 554 4.03 

三木産業株式会社 大阪市西区北堀江３－１２－２３ 357 2.60 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 335 2.44 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４－６ 332 2.42 

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番１１号 285 2.08 

菅井博 兵庫県芦屋市 255 1.86 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目２６－１ 223 1.62 

計 － 4,317 31.45 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式      18,000 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  13,652,000 13,652 同上 

単元未満株式 普通株式      60,000 － 同上 

発行済株式総数       13,730,000 － － 

総株主の議決権 － 13,652 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

スガイ化学工業株

式会社 

和歌山県和歌山市

宇須四丁目４番６

号 

18,000 － 18,000 0.13 

計  － 18,000 － 18,000 0.13 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 262 257 249 240 232 228 

最低（円） 233 230 197 198 210 210 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人

により中間監査を受けています。 

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程

度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成していません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

資産基準       0.7 ％ 

売上高基準      1.5 ％ 

利益基準      0.1 ％ 

利益剰余金基準   0.6 ％ 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   1,295,560   790,022 1,468,881   

２．受取手形 ※１ 121,647   275,941 419,007   

３．売掛金   1,290,465   1,268,256 1,615,251   

４．たな卸資産   3,001,216   2,733,480 2,449,957   

５．その他 ※３ 50,560   30,074 52,210   

貸倒引当金   △4,296   △4,686 △6,167   

流動資産合計     5,755,154 54.6 5,093,090 51.6   5,999,141 53.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※２         

(1）建物   799,664   746,308 768,873   

(2）機械装置   1,116,120   1,235,823 1,171,791   

(3）土地   1,201,903   1,201,903 1,201,903   

(4）建設仮勘定   67,503   99,973 102,239   

(5）その他   310,459   321,947 326,998   

有形固定資産合
計 

  3,495,650   3,605,957 3,571,806   

２．無形固定資産   5,836   5,817 5,817   

３．投資その他の資
産 

          

(1）投資有価証券 ※２ 1,199,642   1,071,256 1,560,224   

(2）その他   126,219   134,351 139,300   

貸倒引当金   △39,832   △41,816 △39,818   

投資その他の資
産合計 

  1,286,030   1,163,791 1,659,705   

固定資産合計     4,787,517 45.4 4,775,566 48.4   5,237,329 46.6

資産合計     10,542,672 100.0 9,868,656 100.0   11,236,471 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   364,784   475,614 406,135   

２．買掛金   688,843   503,190 636,269   

３．短期借入金 ※２ 2,312,000   1,534,300 2,130,800   

４．１年以内返済予
定の長期借入金 

※２ 1,122,462   905,329 1,121,994   

５．賞与引当金   72,715   90,284 55,243   

６．その他   433,295   581,860 521,004   

流動負債合計     4,994,100 47.4 4,090,578 41.4   4,871,446 43.4

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 972,726   870,798 1,154,988   

２．繰延税金負債   84,322   108,345 232,827   

３．退職給付引当金   101,173   149,463 107,551   

４．役員退職慰労引
当金 

  47,515   41,088 55,215   

固定負債合計     1,205,737 11.4 1,169,695 11.9   1,550,582 13.8

負債合計     6,199,838 58.8 5,260,274 53.3   6,422,029 57.2

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,510,000 23.8 － －   2,510,000 22.3

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   2,016,543   － 2,016,543   

資本剰余金合計     2,016,543 19.1 － －   2,016,543 17.9

Ⅲ 利益剰余金           

１．任意積立金   66,599   － 66,599   

２．中間(当期)未処
理損失 

  △374,535   － △122,444   

利益剰余金合計     △307,936 △2.9 － －   △55,845 △0.5

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    126,491 1.2 － －   346,048 3.1

Ⅴ 自己株式     △2,265 △0.0 － －   △2,304 △0.0

資本合計     4,342,833 41.2 － －   4,814,441 42.8

負債資本合計     10,542,672 100.0 － －   11,236,471 100.0 

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 2,510,000 25.4   － －

２．資本剰余金           

（１）資本準備金   －   2,016,543 －   

資本剰余金合計     － － 2,016,543 20.4   － －

３．利益剰余金           

（１）その他利益剰余
金 

          

圧縮記帳積立金   －   64,125 －   

繰越利益剰余金   －   74,909 －   

利益剰余金合計     － － 139,034 1.4   － －

４．自己株式     － － △2,680 △0.0   － －

株主資本合計     － － 4,662,896 47.2   － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

  －   △19,296 －   

２．繰延ヘッジ損益   －   △35,218 －   

評価・換算差額
等合計 

    － － △54,514 △0.5   － －

純資産合計     － － 4,608,382 46.7   － －

負債純資産合計     － － 9,868,656 100.0   － －

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,112,608 100.0 3,175,585 100.0   7,717,040 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,602,287 83.6 2,498,872 78.7   6,491,198 84.1

売上総利益     510,320 16.4 676,712 21.3   1,225,841 15.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    381,761 12.2 428,445 13.5   776,569 10.1

営業利益     128,559 4.2 248,266 7.8   449,272 5.8

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   630   608 1,376   

２．その他 ※２ 28,000   22,459 44,598   

営業外収益計     28,631 0.9 23,068 0.7   45,974 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   64,073   37,362 108,344   

２．その他 ※３ 12,981   22,219 30,268   

営業外費用計     77,054 2.5 59,581 1.9   138,613 1.8

経常利益     80,136 2.6 211,753 6.6   356,633 4.6

Ⅵ 特別利益           

投資有価証券売却益   －   － 12,602   

特別利益計     － － － －   12,602 0.2

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※４ 10,295   13,936 20,532   

２．減損損失 ※５ 285,061   － 288,214   

３．工場休止関連損失 ※６ －   － 19,970   

特別損失計     295,357 9.5 13,936 0.4   328,717 4.3

税引前中間(当期)
純利益又は税引前
中間純損失(△) 

    △215,220 △6.9 197,816 6.2   40,519 0.5

法人税、住民税及
び事業税 

  2,881   3,685 7,370   

法人税等調整額   △839 2,041 0.1 △748 2,936 0.1 △1,679 5,690 0.0

中間(当期)純利益
又は中間純損失
（△） 

    △217,261 △7.0 194,879 6.1   34,828 0.5

前期繰越損失     △157,273 －   △157,273 

中間(当期)未処理
損失 

    △374,535 －   △122,444 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本  

資本金 

資本剰余金  利益剰余金  

自己株式 
株主資本合
計  

資本準備金 
資本剰余金
合計  

その他利益剰余金  
利益剰余金
合計 圧縮記帳

積立金  
 繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高

（千円） 
2,510,000 2,016,543 2,016,543 66,599 △122,444 △55,845 △2,304 4,468,392

中間会計期間中の変動額            

圧縮記帳積立金の取崩

（注） 
     △2,473 2,473 －   －

中間純利益       194,879 194,879   194,879

自己株式の取得         △376 △376

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動

額（純額） 

          －

中間会計期間中の変動額

合計（千円） 
－ － － △2,473 197,353 194,879 △376 194,503

平成18年９月30日残高

（千円） 
2,510,000 2,016,543 2,016,543 64,125 74,909 139,034 △2,680 4,662,896

  

評価・換算差額等  

純資産合計 
その他有価証券評価差

額金 
繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日残高

（千円） 
346,048 － 346,048 4,814,441

中間会計期間中の変動額      

圧縮記帳積立金の取崩

（注） 
    －

中間純利益     194,879

自己株式の取得     △376

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△365,344 △35,218 △400,563 △400,563

中間会計期間中の変動額

合計（千円） 
△365,344 △35,218 △400,563 △206,059

平成18年９月30日残高

（千円） 
△19,296 △35,218 △54,514 4,608,382



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．税引前中間(当期)純
利益又は税引前中間
純損失(△) 

  △215,220 197,816 40,519

２．減価償却費   219,897 210,293 430,855

３．減損損失   285,061 － 288,214

４．貸倒引当金の増減額   △4,615 516 △2,758

５．賞与引当金の増減額   11,903 35,041 △5,568

６．退職給付引当金の増
加額 

  1,541 41,911 7,919

７．役員退職慰労引当金
の増減額 

  7,700 △14,126 15,400

８．受取利息及び受取配
当金 

  △10,448 △12,131 △13,610

９．利子補給金   △5,462 △1,408 △8,246

10．支払利息   64,073 37,362 108,344

11．為替差益   △4,181 △3,523 △9,750

12．投資有価証券売却益   － － △12,602

13．有形固定資産除却損   10,295 13,936 20,532

14．売上債権の減少額   639,526 490,060 17,380

15．たな卸資産の増減額   △91,827 △283,523 459,431

16．仕入債務の増減額   208,795 △63,600 197,573

17．未払消費税等の減少
額 

  △48,125 △7,352 △36,517

18．その他   8,195 △13,360 27,724

小計   1,077,110 627,912 1,524,840

19．利息及び配当金の受
取額 

  10,448 12,131 13,610

20．利子補給金の受取額   8,137 3,293 10,441

21．利息の支払額   △62,092 △31,441 △99,159

22．法人税等の支払額   △3,822 △6,645 △4,152

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,029,780 605,250 1,445,580

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．投資有価証券の取得
による支出 

  △10 △10 △10

２．投資有価証券の売却
による収入 

  － － 20,923

３．有形固定資産の取得
による支出 

  △180,515 △196,047 △454,376

４．貸付による支出   △40,000 △1,000 △41,000

５．貸付の回収による収
入 

  23,219 5,062 29,449

６．その他   1,735 2,093 840

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △195,571 △189,902 △444,173

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．短期借入金の純減少
額 

  △220,200 △596,500 △401,400

２．長期借入れによる収
入 

  － － 783,000

３．長期借入金の返済に
よる支出 

  △601,206 △500,855 △1,202,412

４．その他   △237 △376 △276

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △821,643 △1,097,731 △821,088

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  4,181 3,523 9,750

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  16,747 △678,859 190,068

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,278,813 1,468,881 1,278,813

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  1,295,560 790,022 1,468,881

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券（時価のあるも

の） 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券（時価のあるも

の） 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券（時価のあるも

の） 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  その他有価証券（時価のないも

の） 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券（時価のないも

の） 

同左 

その他有価証券（時価のないも

の） 

同左 

  (2)デリバティブ 

   時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

(2)デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

製品、半製品、仕掛品及び原材

料 

…総平均法による原価法 

貯蔵品 

…最終仕入原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用

しています。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 ３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金  

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しています。  

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金  

 従業員の賞与支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上し

ています。  

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当

期の負担額を計上しています。  

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を簡便法により計上してい

ます。なお、会計基準変更時差

異（1,032,530千円）について

は、15年による按分額を費用処

理しています。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を簡便法によ

り計上しています。なお、会計

基準変更時差異（1,032,530千

円）については、15年による按

分額を費用処理しています。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上していま

す。  

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しています。 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

同左 同左 

５．重要なヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延法を採用しています。な

お、為替予約については振当処

理の要件を満たしている場合

は、振当処理を採用していま

す。 

 また、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たして

いる場合は、特例処理を採用し

ています。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…デリバティブ取

引（為替予約取

引及び金利スワ

ップ取引） 

ヘッジ対象…変動相場等によ

る損失の可能性

があり、変動相

場等が評価に反

映されていない

もの及びキャッ

シュ・フローが

固定されその変

動が回避される

もの。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 為替及び金利等相場変動に伴

うリスクの軽減、金利変動リス

クの回避を目的に通貨及び金利

に係るデリバティブ取引を行っ

ています。  

 原則として実需に基づくもの

を対象としてデリバティブ取引

を行っており、投機目的のデリ

バティブ取引は行っていませ

ん。 

(3）ヘッジ方針 

同左  

(3）ヘッジ方針 

同左  

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引においては、取

引すべてが将来の外貨建営業取

引に係るもので、為替相場の変

動による相関関係が高いため、

有効性の判定を省略していま

す。金利スワップ取引において

は、特例処理の要件を満たして

いるため有効性の判定を省略し

ています。   

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資であります。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 



   中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 

     （自 平成17年４月１日 

      至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

     （自 平成18年４月１日 

      至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

     （自 平成17年４月１日 

      至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。これにより、税引前中間純損失

が285,061千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき当該各資

産の金額から直接控除しております。 

  

────── 
（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度より「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。これにより、税引前当期純利益が

288,214千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の財務諸表等規則に基づき当該各資産の

金額から直接控除しております。 

  

────── 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は4,643,600千円であります。 

 また、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

  

────── 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

  

───── 

  

※１．中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしています。なお、当中間会計期間

末日が金融機関の休日であったため、次

の中間会計期間末日満期手形が中間会計

期間末残高に含まれています。 

  

───── 

    受取手形     28,603千円          

※２．(1）有形固定資産の減価償却累計額 ※２．(1）有形固定資産の減価償却累計額 ※２．(1）有形固定資産の減価償却累計額 

  12,419,342千円   12,617,644千円   12,535,489千円

(2）担保資産 (2）担保資産 (2）担保資産 

建物 717,970千円

機械装置   1,022,968 

土地  1,033,302 

その他 

(有形固定資産) 
274,507 

投資有価証券 611,388 

計 3,660,136千円   

 上記資産は、長期借入金1,776,127 

建物 687,424千円

機械装置   1,161,746 

土地  1,033,302 

その他 

(有形固定資産) 
275,897 

計 3,158,370千円

建物 722,324千円

機械装置 1,092,526 

土地   1,033,302 

その他 

(有形固定資産) 
279,483 

投資有価証券 840,352 

計 3,967,988千円

 上記資産は、長期借入金2,095,188

千円（１年以内返済予定分を含む）及

び短期借入金2,312,000千円の担保と

して工場財団抵当等に供しています。 

千円（１年以内返済予定分を含む）及

び短期借入金1,534,300千円の担保と

して工場財団抵当に供しています。 

 上記資産は、長期借入金2,276,982

千円（１年以内返済予定分を含む）及

び短期借入金2,130,800千円の担保と

して工場財団抵当等に供しています。 

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の

うえ、流動資産の「その他」に含めて表

示しています。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

  
───── 

 ４．運転資金の効率的な調達を行うため取 

引銀行６行と貸出コミットメント契約を

締結しています。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 ４．運転資金の効率的な調達を行うため取 

引銀行６行と貸出コミットメント契約を

締結しています。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 ４．運転資金の効率的な調達を行うため取 

引銀行６行と貸出コミットメント契約を

締結しています。この契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

貸出コミットメン

トの総額 
   2,000,000千円

借入実行残高      －千円

差引額    2,000,000千円

貸出コミットメン

トの総額 
2,000,000千円

借入実行残高   800,000千円

差引額 1,200,000千円

貸出コミットメン

トの総額 
2,000,000千円

借入実行残高   1,300,000千円

差引額  700,000千円

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．減価償却実施額  １．減価償却実施額  １．減価償却実施額 

  有形固定資産  219,878千円

  無形固定資産 18 

計 219,897千円

  有形固定資産 210,293千円

計 210,293千円

  有形固定資産 430,818千円

  無形固定資産 37 

計 430,855千円

※２．この内、受取配当金は、9,817千円、

排水処理設備に係る和歌山市よりの利子

補給金は、5,462千円であります。 

※２．この内、受取配当金は、11,523千円で

あります。 

※２．この内、受取配当金は、12,233千円、

排水処理設備に係る和歌山市よりの利子

補給金は、8,246千円であります。 

────── ※３．この内、休止工場維持費用は、11,619

千円であります。 

────── 

※４．除却損の内訳は、機械装置7,833千

円、構築物2,395千円、その他66千円で

あります。 

※４．除却損の内訳は、建物1,943千円、機

械装置10,808千円、その他1,184千円で

あります。 

※４．除却損の内訳は、構築物2,545千円、

機械装置17,544千円、その他441千円で

あります。 

※５．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

   当社は、主な各種中間物の製造がいず

れの工場でも生産可能であるため、各製

品を同一グループとして資産をグルーピ

ングしています。工場休止に伴う除却予

定資産については、独立した単位として

取扱っています。 

 中期経営計画により和歌山工場の生産

設備は平成17年12月末で休止する予定で

す。このため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失

（285,061千円）として特別損失に計上

しました。 

 減損損失の内訳は、建物71,950千円、

構築物42,739千円、機械装置167,932千

円及びその他2,439千円であります。 

場所 用途 種類 減損損失 

和歌山工

場（和歌

山県和歌

山市） 

農薬用中

間物及び

機能性用

中間物製

造設備 

建物、構

築物、機

械装置等 

 千円

285,061 

────── ※５．減損損失 

 当期において、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

   主な各種中間物の製造がいずれの工場

でも生産可能であるため、各製品を同一

グループとして資産をグルーピングして

います。工場休止に伴う除却予定資産に

ついては、独立した単位として取扱って

います。 

 当事業年度に休止しました和歌山工場

の除却予定等資産については、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（288,214千円）として特別

損失に計上しました。  

 なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、建

物、構築物、機械装置等はいずれもゼロ

として評価しています。 

場所 用途 種類 減損損失 

     千円

和歌山工 農薬用中間 建物 71,950

場 物及び機能 構築物 42,739

  性用中間物 機械装置 171,085

  製造設備 その他 2,439

    合計 288,214

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

  
２．自己株式に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、建

物、構築物及び機械装置等についてはい

ずれもゼロとして評価しています。 

    

────── ────── ※６．工場休止関連損失は、和歌山工場休止

に伴い発生した廃棄物処理費用等であり

ます。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

 普通株式（千株） 13,730 － － 13,730 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

 普通株式（千株） 16 1 － 18 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘

定残高は、ともに1,295,560千円であります。 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘

定残高は、ともに790,022千円であります。 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている現金及び預金勘定残高

は、ともに1,468,881千円であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額相当額 17,614千円

減価償却累計額相当額 9,736 

中間期末残高相当額 7,878千円

取得価額相当額 15,474千円

減価償却累計額相当額 7,018 

中間期末残高相当額 8,456千円

取得価額相当額  17,217千円

減価償却累計額相当額 10,206 

期末残高相当額 7,010千円

上記物件は、車両運搬具及び工具器具備

品です。 

上記物件は、車両運搬具及び工具器具備

品です。 

上記物件は、車両運搬具及び工具器具備

品です。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3,208千円

１年超 4,670 

計 7,878千円

１年以内 2,917千円

１年超 5,538 

合計 8,456千円

１年以内 2,832千円

１年超 4,177 

合計 7,010千円

取得価額相当額及び未経過リース料中間

期末残高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しています。 

同左 取得価額相当額及び未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算

定しています。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1,815千円

減価償却費相当額 1,815千円

支払リース料 1,635千円

減価償却費相当額 1,635千円

支払リース料 3,703千円

減価償却費相当額 3,703千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっています。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成17年９月30日） 
１．時価のある有価証券 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 当中間会計期間末（平成18年９月30日） 
１．時価のある有価証券 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 前事業年度末（平成18年３月31日） 
１．時価のある有価証券 

２．時価評価されていない主な有価証券 

区分 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

その他有価証券 
株式 

671,004 837,439 166,434 

計 671,004 837,439 166,434 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 10,000 

その他有価証券 
非上場株式 

352,203 

計 362,203 

区分 
取得原価 
（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

その他有価証券 
 株式 

1,012,294 1,058,552 46,257 

計 1,012,294 1,058,552 46,257 

区分 中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 10,000 

その他有価証券 
非上場株式 

2,703 

計 12,703 

区分 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

その他有価証券 
株式 

1,012,284 1,547,620 535,336 

計 1,012,284 1,547,620 535,336 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 10,000 

その他有価証券 
非上場株式 

2,603 

計 12,603 



（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（１株当たり情報） 

  （注）１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   （重要な後発事象）  

     該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引の契約額等、

時価及び評価損益 

取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引の契約額等、

時価及び評価損益 

取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引の契約額等、

時価及び評価損益 

 当社は、為替予約及び金利スワ

ップを行っていますが、すべてヘ

ッジ会計を適用しているため、開

示対象外としています。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 持分法損益等については、関連会

社がないため記載していません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 316円69銭

１株当たり中間純損失 15円84銭

１株当たり純資産額 336円10銭

１株当たり中間純利益 14円21銭

１株当たり純資産額 351円08銭

１株当たり当期純利益 2円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

なく、また、中間純損失を計上して

いるため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため、記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
△217,261 194,879 34,828 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益又は

中間純損失（△）（千円） 
△217,261 194,879 34,828 

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,713 13,712 13,713 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第55期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成17年12月20日

スガイ化学工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森下 利一  印 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 蔵口 康裕  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているスガイ

化学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第55期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、スガイ化学工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固

定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成18年12月20日

スガイ化学工業株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森下 利一  印 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 蔵口 康裕  印 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山中 盛義  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているスガイ

化学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第56期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、スガイ化学工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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